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平成25年度
第2四半期決算の概要



＋11.5＋41397実質業務純益※1

＋6.3＋48805業務粗利益

前年同期比25年度
第2四半期 増減率増減額〔単体〕 （億円、％）

＋18.4＋22141法人税等合計 （△）

△2,450.5△7△7特別損益

＋21.3＋1891,076経常収益

＋28.0＋92419経常利益

＋26.0＋85412税引前中間純利益

＋30.4＋63271中間純利益

一般貸倒引当金繰入額 (△)

基礎的業務純益※2

経 費 (△)

＋90.4

＋161.1

＋96.5

＋2

＋16

＋31

5

26

△1

うち不良債権処理額 （△）

うち貸倒引当金戻入益

うち株式等関係損益

＋175.7＋5122臨時損益

＋11.5＋41397業務純益

－－－

＋29.2＋82361

＋1.7＋7407

＋14.1

△1.6

＋187.9

△47.2

△52.8

＋84

△1

＋2

△37

△41

684

76

3

42

36

資金利益

役務取引等利益

特定取引利益

その他業務利益

（うち国債等債券関係損益）

※1 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
※2 基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

経常収益は、資金運用収益（＋82億円）の増加等を主因
に、前年同期比＋189億円の1,076億円

業務純益は、広告宣伝費の増加（＋5億円）等で経費は増
加（＋7億円）するも、業務粗利益の増加により、前年同
期比＋41億円の397億円

経常利益は、株式等関係損益の改善（＋31億円）および
貸倒引当金戻入益の増加（＋16億円）などにより、前年
同期比＋92億円の419億円

中間純利益は、特別損益が減少（△7億円) したものの、
前年同期比＋63億円の271億円

前年同期比＋189億円増収(2期振り)経 常 収 益

前年同期比＋48億円増益(3期振り)[過去最高益]業 務 粗 利 益

前年同期比＋41億円増益(5期連続)[過去最高益]業 務 純 益

前年同期比＋92億円増益(2期振り)[過去最高益]経 常 利 益

前年同期比＋63億円増益(2期振り)[過去最高益]中 間 純 利 益

業務粗利益は、有価証券ポートの入替を行い国債等債券関
係損益が減少（△41億円）するも、投信解約益等の計上
（111億円）を主因として、資金利益が増加（＋84億円）
し、前年同期比＋48億円の805億円

平成25年度第2四半期決算概要 ～単体損益～
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△１６．５△５８２９３連結中間純利益

＋２８．９＋６１２７３包括利益

前年同期比

増減額

25年度
第2四半期〔連結〕 増減率

連結経常利益

連結経常収益

＋２９．９＋１０６４６０

＋２０．２＋２１０１，２５０

前年同期比増減〔連単倍率〕

１．０８倍

１．１０倍

25年度
第2四半期

＋０．０２倍経常利益

△０．６１倍中間純利益

2期振り増収連 結 経 常 収 益

2期振り増益[過去最高益]連 結 経 常 利 益

3期振り減益連 結 中 間 純 利 益

連結子会社１１社

静銀セゾンカード㈱

持分法適用関連会社１社

（億円、％）

平成25年度第2四半期決算概要 ～連結損益～
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連結子会社合計 経常利益42億円（前年同期比＋12億円）中間純利益28億円（同＋9億円）
経常利益、中間純利益とも過去最高益を計上

証券子会社である静銀ティーエム証券㈱が利益を牽引

静銀経営コンサルティング㈱
静銀リース㈱
静岡コンピューターサービス㈱
静銀信用保証㈱
静銀ディーシーカード㈱
静岡キャピタル㈱

静銀ティーエム証券㈱
静銀総合サービス㈱
静銀モーゲージサービス㈱
静銀ビジネスクリエイト㈱
欧州静岡銀行

・前年同期に計上した負ののれん発生益129億円
がなくなったことによる減少

・同要因除きでは＋71億円の増益

・24年度に実施した連結子会社の持分比率引き上げ
による連結中間純利益寄与額＋10億円



2５年度第2四半期 資金利益684億円（前年同期比＋84億円）
うち国内業務部門619億円（同＋74億円）、国際業務部門64億円（同＋10億円）

国内業務部門資金利益の内訳

（億円）

国際業務部門

（％）

（％）

〃有価証券利息配当金

うち貸出金利息 ＋７１７１０

＋５５９５４

＋１０６４５４国際業務部門

２５

８６
（64)

(0)

４８４

５４５

５９９

24年度
第2四半期 増減

２１

１８６
(50)

(111)

４５３

６１９

６８４

25年度
第2四半期

＋８４合 計

△４〃預金等利息 （△）

＋１００
(△13)

(＋111)

〃有価証券利息配当金
（うち債券利息）
（うち投信解約益等）

△３０うち貸出金利息

＋７４国内業務部門

１．２０

24年度
第2四半期

１．０５

25年度
第2四半期

△０．１５

増減

運用・調達ﾚｰﾄ差

有価証券運用利益の推移

２１７

７７

１４０

24年度
第2四半期

有価証券運用利益

国債等債券関係損益

増減

２８１

３６

２４５

25年度
第2四半期

＋６４

△４１

＋１０５有価証券利息配当金

（億円）

資金利益
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１．１３

０．０６

１．５２

24年度
第2四半期

２．２４

０．０５

１．３９

25年度
第2四半期

＋１．１１

△０．０１

△０．１３

増減

預金等利回り

有価証券利回り

貸出金利回り

3

インデックス投信を中心に、株価上昇局面を捉えて
投資信託を売却

金利低下局面でキャピタルゲインを確保し、相場動向
によりリスクコントロールを実施



0.66 0.63
0.700.73

0.770.800.810.820.84

1.58
1.53

0.42 0.42 0.40 0.38 0.38

1.56
1.47

1.611.631.651.691.70

0.380.420.44
0.36

9月 12月 24/3月 6月 9月 12月 25/3月 6月 9月

０．３８

０．１６

０．２７

１．９６

２．０７

２．０４

利回り

２．７
（38.7）

４．０
（56.3）

７．１
（100.0）

１．６
（28.2）

４．２
（71.8）

５．８
（100.0）

平残
（構成比）

３．４
（41.8）

４．５
（55.9）

８．０
（100.0）

１．５
（23.4）

５．１
（76.6）

６．６
（100.0）

平残
（構成比）

０．１１

０．０２

０．０６

１．６１

１．４７

１．５０

利回り

うち
定期性預金

うち
流動預金

０．０５
７．６

（100.0）
預 金 等

０．０２
４．１

（53.9）

１．４１
１．４

（22.5）
固定金利

３．３
（43.1）

５．０
（77.5）

６．４
（100.0）

平残
（構成比）

０．０９

１．３５

１．３６

利回り

変動金利

貸出金

25年9月の預貸金利回り差は1.31％と、24年9月比 △0.12ポイント縮小

短期金利0.1％上昇時の資金利益増加額は約1９億円（25年９月末基準による試算値）

金利上昇局面では相応の収益確保が可能なポートフォリオを構築

＋１．３１＋１．３１

円貨貸出金・預金構成の変化

＜参考＞ 〔20年3月〕 〔24年9月〕 〔25年9月〕

＋１．４４＋１．４４〔預貸利回り差〕

△０．１３△０．１３

【24年９月と25年9月の平残・利回りの単月比較】

△０．１２

（兆円、％）

△０．０１△０．０１

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

個 人

全 体

法 人

大･中堅企業

中小企業

大･中堅企業（ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ）

（％）

（％）

預貸金利回り ～ポートフォリオの変化～
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1.59
1.54

1.47

1.40 1.39 1.37 1.36
1.32 1.29

1.44
1.36

1.50
1.55

1.41

1.57

1.27
1.181.23

1.87 1.84 1.81 1.79 1.76
1.691.73

1.66

1.89

9月 12月 24/3月 6月 9月 12月 25/3月 6月 9月

＋４．８＋４．８



69,095
65,59965,008

45,38644,26444,050

23年度上期 24年度上期 25年度上期

銀行全体 うち静岡県内

＋＋1,1221,122

＋＋3,4963,496 （億円）

貸出金残高(平残)の推移

27,02626,72626,210

20,38620,50120,248

23年度上期 24年度上期 25年度上期

銀行全体 うち静岡県内

（億円）【貸出金増減額内訳（前年同期比）】

23,673
22,852

22,220

19,155
18,630

18,163

23年度上期 24年度上期 25年度上期

銀行全体 うち静岡県内

＋＋525525

＋821

△△115115

（億円）

企業規模別 貸出金残高(平残)の増減 うち中小企業向け貸出金残高(平残)の推移 うち個人向け貸出金残高(平残)の推移

25年度上期の貸出金平均残高 6兆9, 095億円、前年同期比＋3,496億円（年率＋5.3％）

【中小企業向け貸出】

平残 2兆7,026億円

前年同期比＋300億円増加（年率＋1.1%）

【個人向け貸出】

平残 2兆3,673億円

前年同期比＋821億円増加（年率＋３.６％）

【大･中堅企業向け貸出】

平残1兆4,420億円

前年同期比＋1,540億円増加（年率＋12.0％）

【外貨建貸出】

平残3,808億円

前年同期比＋1,896億円増加（年率＋99.2％）

※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む（億円）

貸出金 ～平均残高～

中小企業
＋300

公共
＋223

海外店
＋612

個人
＋821

大・中堅企業
＋1,540

5

～～

＋
３
，
４
９
６

～～

＋300



71,398
67,91166,091

47,11545,98545,389

23年9月末 24年9月末 25年9月末

銀行全体 うち静岡県内

＋＋1,1301,130

＋3,487 （億円）

【中小企業向け貸出】
末残 2兆8,390億円
前年同期末比＋274億円（年率＋1.0％）

【個人向け貸出】
末残 2兆4,117億円
前年同期末比＋980億円（年率＋4.2％）

【大･中堅企業向け貸出】
末残 1兆4,748億円
前年同期末比＋1,343億円（年率＋10.0％）

貸出金残高(末残)の推移

（億円）

30.130.1％％ 30.130.1％％ 30.130.1％％
●● ●●

静岡県内貸出金シェア
（末残ベース）

25年度上期の貸出金期末残高 7兆1,398億円、前年同期末比＋3,487億円（年率＋5.1％）

貸出金 ～期末残高～

6

●●

【貸出金増減額内訳（前年同期末比）】

企業規模別 貸出金残高(末残)の増減

個人
＋980

大・中堅企業
＋1,343

中小企業
＋274

公共
＋246

海外店
＋644

＋
３
，
４
８
７

・経営改善に取り組む先へのプロパー融資制度
・25年4月取扱開始：40件/1,096百万円を実行

28,39028,116
27,435

21,62621,90721,372

23年9月末 24年9月末 25年9月末

銀行全体 うち静岡県内

（億円）

24,117
23,137

22,538

19,459
18,841

18,415

23年9月末 24年9月末 25年9月末

銀行全体 うち静岡県内

＋＋618618

＋980

△△281281

（億円）

うち中小企業向け貸出金残高(末残)の推移 うち個人向け貸出金残高(末残)の推移

＋274 ※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む

～～ ～～

経営サポート資金



63

150

12195

106

142

469474

330

614

82

72

39
60

41

42

23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期

事業承継

農業

環境

医療・介護

ソリューション営業 ～成長・未開拓分野への取組み～

成長分野を中心に、適切なソリューションの提供による資金需要・収益機会の創造と取引先企業との
リレーション強化による取引基盤の強化・拡大
25年9月末の法人貸出取引先数は、第11次中計スタート時から＋1,175先の増加

法人貸出取引先数の推移

（先）残高5百万円以上先 5百万円未満先

23年度 24年度 25年度上期

9,819 8,92510,029

23,020 23,33822,392

22年度

32,421 32,839 32,263

＋1,175

法人部門の取組み ～ソリューション営業、新規事業所取引の開拓～

7

507

690

785

25年度上期実行額1,401件/917億円のうち
186件/194億円は新規貸出取引先に対する融資

（億円）

917

8,368

23,567

31,935

第11次中計目標
1,000先増加

｢医療経営士｣6名を含む10名の専担者を配置
開業支援や介護分野への参入支援

日本政策金融公庫認定の｢農業経営アドバイザー｣13名を配置
ビジネスマッチングによる販路開拓支援、6次産業化支援

省エネ設備の導入支援による資金需要の創造
再生可能エネルギー関連の設備投資支援

次世代経営者塾「Shizuginship」による後継者育成支援
多様な事業承継方法の提案（M&A成約13件)

医療・介護分野

環境分野

農業分野

事業承継分野



25年6月に台湾の中國信託商業銀行を中核とする中國信託ホールディングと業務提携、アジア地域の提携行は
8カ国・地域で12行に拡大し、取引先の進出ニーズの高い地域をカバー
25年度上期は、33社の海外進出支援を完了し、海外進出関連融資295億円を獲得（別途､関連する国内融資68億円）

法人部門の取組み ～海外進出支援の実績～

8

72

26

24年度上期 25年度上期

タイ

7

15

24年度上期 25年度上期

インドネシア

8

5

24年度上期 25年度上期

ベトナム

1

30

24年度上期 25年度上期

中国

26

5

24年度上期 25年度上期

その他アジア(韓国･インド等)

76
86 81

159

295

18

32

43

36
33

23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期

海外進出関連融資 進出支援先数

海外進出支援先数および海外進出関連融資実行額の推移

【国別融資実行額】（億円、社）

＋＋136136

（億円）

68

41

24年度上期 25年度上期

国内融資

93

24年度上期 25年度上期

メキシコ

4,280

2,131

1,564
1,753

1,093
880

23年9月 24年9月 25年9月

外貨建貸出金 うち海外店

外貨建貸出金残高(末残)の推移

（億円）



25年度上期の消費者ローン末残 2兆4,118億円、前年同期比＋953億円（年率＋4.1％）

うち住宅ローン末残 1兆4,422億円、前年同月比＋1,112億円（年率＋8.4%）

うち無担保ローン末残 338億円、前年同期比＋35億円（年率＋11.6%）

住宅ローン実行額の推移

832 809

1,046

852

1,237

10,102

8,722

9,139
8,449 8,294

23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期

実行額 県内新設着工戸数（住宅）

（億円、件）

個人部門の取組み ～消費者ローンの実績～

9

目的型無担保ローン実行額※の推移

11

16
17

24

39

23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期

実行額

消費者ローン末残推移

12 ,722 13 ,310 13 ,799 14 ,422

9 ,5529 ,5819 ,543 9 ,443 9 ,359

13 ,033

338

306 303 303
313

23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期

無担保ローン
住宅ローン
その他

（億円）

（億円）

22,571 22,917
23,165

23,555
24,118

＋953

新設着工戸数
21%の増加

住宅ローン実行額
53%の増加

＋22

25年度上期実行額39億円
前年同期比2.3倍

※マイカー、趣味と暮らし、フリー、教育各ローンの実行額を合算
（当貸型教育ローンは極度承認のため純増（減）額を実行額として計上）

＋35

＋1,112



個人部門の取組み ～消費者ローンの取り組み～

10

住宅ローン・8疾病保障付き住宅ローン実行件数

100%

80%

52%
44% 40%

22年度 23年度 24年度 25年度上期 25年度

△20％

△48％
△60％

※22年度の業務量を100とした場合

△56％

200228

267

454

202

162

25年3月 25年9月

その他

インターネット

店頭申出

【参考】チャネル別申込状況推移※

5,038

4,065

6,066

390

2,164

3,111

24年度上期 24年度下期 25年度上期

住宅ローン実行件数

うち8つの疾病保障付き

(件）

・｢８つの疾病保障付き住宅ローン｣のプロモーションを展開
付保率：58%（前期比＋６％）

・BPRの実施により処理時間を累計△56%削減、営業投入時間拡大に
より実行件数が増加 実行件数：6,066件（前期比＋1,028件）

・住宅ローン新発レート 1.062%

・テレビCMを中心とした積極的なプロモーション
・インターネットなど非対面チャネルへの誘導
・2次保証制度の導入による取上範囲の拡大
・資金使途自由の｢しずぎんフリーローン｣など商品ラインナップの拡充

21%

52%

58％

インターネット申込の拡大
＋１８７

実行件数の増加＋1,028

住宅ローン拡大への取り組み

無担保ローン拡大への取り組み

697

816

＋119

8つの疾病保障付保率

(件)

住宅ローン業務にかかる処理時間の削減

※マイカーローン単月申込実績にて比較



（億円）

預金等残高（平残）の推移

56,426
55,162

52,691 52,125
50,805

48,379

23年度上期 24年度上期 25年度上期

国内店 静岡県内

（億円）【預金等増減額内訳（前年同期比）】

＋＋1,3201,320

預金等残高(平残)増減額の内訳 うち個人預金等残高(平残)の推移

（億円）

＋
４
，
２
７
７

＋1,264

うち法人預金等残高(平残)の推移

19,578 19,308 19,801

14,947 15,266 15,525

23年度上期 24年度上期 25年度上期

国内店 静岡県内

＋＋259259

＋＋493493

（億円）

ｵﾌｼｮｱ

＋431

金融・公金

＋1,106

個人

＋1,264

海外店

＋983

預金等

11

法人

＋493
NCD除き

＋640

78 ,73776,707
83,014

65,317 67,878
70,137

23年度上期 24年度上期 25年度上期

銀行全体 静岡県内
＋＋44,,277277

＋＋2,2592,259

25年度上期の預金等残高（平残）8兆3,014億円、前年同期比＋4,277億円（年率＋5.4％）

【静岡県内預金】
平残 7兆137億円

前年同期比＋2,259億円増加（年率＋3.3％ ）

【個人預金】
平残 5兆6,426億円

前年同期比＋1,264億円（年率＋2.3％ ）

〔ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店 2,751億円（前年同期比＋857億円）〕

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店は安定した調達ﾁｬﾈﾙとして徐々に確立

【法人預金】
平残 1兆9,801億円

前年同期比＋493億円（年率＋2.6％ ）

〔NCD除き 前年同期比＋640億円（年率＋3.6％）〕

～～ ～～



証券子会社の静銀ティーエム証券の経常収益42億円（前年同期比＋18億円）
銀行単体の役務取引等利益76億円(同△1億円)、手数料収益（静銀ティーエム証券含む）121億円(同＋19億円)
個人預り資産残高（静銀ティーエム証券含む）7兆2,956億円（25年3月末比＋1,057億円）
うち資産運用商品残高 1兆6,476億円（同＋225億円）

（億円）

18 19 24 21 23 33 42

76 78
79

82

72 70
72

15.5%
14.3%

11.4% 11.7% 12.2% 13.1% 13.0%

22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券 役務･特定取引利益

（億円）

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

投資信託・保険販売の販売額、手数料の推移

個人預り資産（末残）の推移

470 530 609
475 567

839
1,017

518
652

711

702
589

614

581

51
4644

37
40

3333

22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期

個人年金保険等

投資信託

手数料収益

1,051 1,048
1,223

3 ,465

2 ,613

4,126

4,226

56 ,479
55 ,647

54 ,736

1

1
1

316

345

355

158

153
144

2 ,906

7 ,106

8 ,711
9 ,163

3,559

24年3月末 25年3月末 25年9月末

（億円）

個人年金
保険

円貨預金

公共債

静銀ﾃｨｰ
ｴﾑ証券

１
４
，
６
１
９
億
円

90

＋＋225225

89 96

（74）

（ ）は役務取引等利益

（71）

１
６
，
２
５
１
億
円

72,956

（74）
（73）

1,127

10297

手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

69,356

1,278

（77）

手数料、預り資産

12

＋＋11,,005577

（72）
（76）

1,541 1,606

115 121

１
６
，
４
７
６
億
円

71,899

投資信託

外貨預金

譲渡性
預金

少額投資非課税制度（NISA）への取組み

△293

＋452

＋100

＋832

＋＋1919

＋＋328328

＋＋77
・当行は、証券子会社の静銀ティーエム証券と連携して対応

・NISA口座を取り込み資産運用商品残高を増加させていく方針



有価証券残高 ２兆1,242億円(25年3月末比 △4,117億円)､有価証券評価損益1,778億円 (同△27億円)

有価証券残高の推移 有価証券関係損益

【参考】評価損益がゼロになる水準、10BPV

２．８３％

０．４２％

５，９３４円

２４．８億円米国１０年国債外貨債券

５６．８億円５年国債円貨債券

※ ２３．８億円日経平均株式

10BPV評価損益がｾﾞﾛになる水準

※トピックス10ポイント

有価証券

13

（億円）

＋１４０１４００〃 国債等債権売却損（△）

８３

７７

24年度
上半期 増減

１７６

３６

25年度
上半期

＋９４うち国債等債券売却益

△４１国債等債券関係損益

２

△１

△３２３４うち株式等償却（△）

＋３１△３２株式等関係損益

（億円）

＋０．８９年４．８６年３．９７年外債平均残存期間

△０．８８年４．３６年５．２４年円債平均残存期間

14,455.80円 －12,397.91円日経平均株価809 928

5,392 4,638

2,443 2,755

3,130 3,049

427 466

13,158

9,406

25年3月末 25年9月末

国債

地方債

社債

株式

外債

その他

預貸率の推移

87.6%88.9% 87.9%88.8%

27.2%26.6%26.3%24.6%

113.5% 115.1% 114.5% 114.8%

22年度 23年度 24年度 25年度上期

預貸率＋預証率

預貸率
(NCD除き)

預証率
(NCD除き)

25,359

〈〈地方地方債債〉〉
＋＋3939

〈〈株式株式〉〉
+312+312

〈〈外債外債〉〉
△△754754

〈〈国債国債〉〉
△△33，，752752

△△4,1174,117

〈〈社債社債〉〉
△△8181

21,242

１，２２９

１，８０５

25年3月末 増減

１，５４１

１，７７８

25年9月末

＋３１２うち株式

△２７有価証券評価損益

うち投信
７６３

うち投信
６６６

預貸率、預証率(NCD除き）



与信関係費用 △21億円（前年同期比△14億円）、与信関係費用比率 △0.06％（同△0.04ポイント）

与信関係費用の内訳

※与信関係費用比率＝与信関係費用÷貸出金平残

△２５格上、回収等による取崩

３担保評価下落

合計

債務者区分等の変更等

１５

３７

与信関係費用

14

与信関係費用・与信関係費用比率の推移

33

22 9 15

16

0.9

△ 41

22

△ 96

△ 19

3
5

△0.22%

△0.02%

0.22%

△0.06%

その他不良債権処理額

個別貸倒引当金繰入額

一般貸倒引当金繰入額

与信関係費用比率

22年度上期 23年度上期 24年度上期 25年度上期

７１

△７３

△７

△２１

78
31 41

20

31

10

△ 45△ 38
△ 13 △ 32

12
5

0.000%

0.15%

0.002%0.004%

その他不良債権処理額

個別貸倒引当金繰入額

一般貸倒引当金繰入額

与信関係費用比率

【上半期比較】

△７

９

△１９

１０

３

２４年度
上期

△２３△４１一般貸倒引当金繰入額

△２１

１５

２６

５

２５年度
上期 前年同期比

△１４合計 （①－②）

＋６個別貸倒引当金繰入額

＋１６貸倒引当金戻入益※ ②

＋２不良債権処理額 ①

※ 貸倒引当金戻入益は一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒

引当金繰入額をネッティングしたもの

（億円）

（億円）

（億円） 【年度比較】

９６

22年度 23年度 24年度 25年度（見込み）

３ １
０

（億円）



２14億円

1,040億円

73億円

1,836億円

509億円

リスク管理債権の推移 ネットリスク管理債権

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

担保・引当金等

ﾈｯﾄﾘｽｸ管理債権

不良債権のオフバランス化実績

リスク管理債権の総額（単体） 1,836億円 （25年3月末比 △200億円）
リスク管理債権比率 2.57％ （ 同 △0.34ポイント）
ネットリスク管理債権（単体） 214億円 （ 同 △24億円）
ネットリスク管理債権比率 0.30％ （ 同 △0.04ポイント）

3.70% 3.64% 3.57%

2.02% 1.99%

0.38% 0.40% 0.36% 0.32% 0.34% 0.34% 0.30%

3.26%
3.41%

2.91%
2.57%

1.89%
1.98% 2.02%

1.66%
1.46%

22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期

リスク管理債権比率推移

リスク管理債権のうち信用保証協会保証付貸出

ネットリスク管理債権

リスク管理債権

リスク管理債権

15

〔３５１億円の内訳〕

（億円）

３６債権売却

６２本人弁済
預金相殺

１１９格 上

５直接償却

１２９担保処分
代位弁済

142 184 182 190 195

1,965
2,155 2,013

1,784
1,586

188
86

90

62
55

22年3月末 23年3月末 24年3月末 25年3月末 25年9月末

破綻先債権

延滞債権（破綻懸念先・実質破綻先）

3ヵ月以上延滞・貸出条件緩和債権（要管理先）

2,295
2,425

2,285
2,036

1,836

２，０３６

△７１４
(△６６９)

＋４６５

２４年度

２，２１８

△３１２
（△２８７）

＋２４５

２４年度
上期

２５年度
上期

１，８３６リスク管理債権

△３８７
（△３５１）

オフバランス化
(うち破綻懸念先以下)

＋１８７新規発生

△２００

（億円）

延滞なし
76%

延滞 24%

(億円)

【延滞比率】



25年度上期 407億円（前年同期比＋7億円）、 OHR（単体）50.6％（同△2.3ポイント）

165 163 163 170

222 214 209 214

23142416

50.6%

54.7%
52.9%56.0%

23年度下期 24年度上期 24年度下期 25年度上期

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

（億円）

403 400 386 407

経費およびＯＨＲの推移

経 費

16

＋＋77

【２５年度上期経費の主な増減要因】

・人件費：１７０億円（前年同期比＋７億円）

グループ会社で雇用していた派遣社員の
銀行本体での直雇用への切替えによる増加 など

・物件費：２１４億円（前年同期比△０億円）

人件費への振り替え分の減少（△７億円）あるも
広告宣伝費等の増加により横這いで推移

個人向けローン商品を中心にTVCM等のマス広告を増加

ローン実行件数・金額の増加



ＢＩＳ自己資本比率(連結ベース) 自己資本およびリスク・アセット等の推移

５．４％７，３２６億円３９２億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

アウトライヤー比率（単体ベース）

25年9月末 BIS自己資本比率 17.21％、普通株式等TierⅠ比率15.40％

25年3月末より、バーゼルⅢ基準による自己資本比率算出に移行

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない

【22年12月公表のﾊﾞｰｾﾞﾙⅢﾃｷｽﾄ基準による試算
（25年3月末基準）】

・流動性カバレッジ比率 ：1５0.7％（規制水準 100％以上）
・安定調達比率 ：111.4％（ 同 100％超）
・レバレッジ比率 ： 6.79％（ 同 試行期間３％）

自己資本比率
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15.40%15.55%
16.06%

14.40%

17.46% 17.21%

15.30%

17.49%

12%

14%

16%

18%

23年3月末 24年3月末 25年3月末 25年9月末

ＴｉｅｒⅠ比率
(中核自己資本比率）

(バーゼルⅢ)(バーゼルⅡ)

普通株式等ＴｉｅｒⅠ比率

ＢＩＳ自己資本比率

３，００５

１１１

４１，４１７

４４，５３３

８０２

－

６，８６２

７，６６４

25年

9月末

＋５１

△４

＋４８５

＋５３２

△４０

－

＋１９

△２１

25年

3月末比

２，９５４

１１５

４０，９３２

４４，００１

８４２

－

６，８４３

７，６８５

25年

3月末

そ の 他 Ｔ ｉ ｅ Ⅰ

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ相当額に係る額

Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ

マ ー ケ ッ ト ・ リ スク 相 当 額に係る額

リ ス ク ・ ア セ ッ ト

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額

自 己 資 本

普 通 株 式 等 Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

【バーゼルⅢ】

・株式、投資信託の残高増加を主因に信用リスク･アセットの額は増加

・自己資本の水準とリスク・リターン等を勘案して積み上げを図っていく方針

（億円）



（ ）は中間配当額

４３．９３％

２３．７８％

４０９

１８０

８２

９７

２４年度

７６．３５％

２２．４４％

４２０

３２０

※２２６

９４

２５年度予想

６７．６０％

２５．５４％

３４７

２３５

１４６

８９

２３年度

６７．２２％

２４．８５％

３５４

２３８

１５０

８８

２２年度

１，５５８（累計）当期純利益④

４５５（累計）配当額①

４１８（累計）自己株式取得額②

８７３（累計）株主還元額③＝①＋②

２９．１９％（平均）配当性向①/④×100

５６．０１％（平均）株主還元率③/④×100

２０～２４年度
実績（５年間）

（億円）

25年度中間配当額は1株当たり7円50銭

25年度期末配当額は、1株当たり7円50銭とする予定（1株当たり年間配当額15円00銭）

25年度上期に、20百万株（取得総額 226億円）の自己株式取得を実施済み

株主還元

18

※記念配当1円を含む

第11次中計期間における株主還元率 ６２．５０％
※上期実施分を記載

配当額の推移

１５．００円（７．５円）※１５．００円１３．５０円１３．００円一株当たり配当額（年間）

２３年度 ２４年度 ２５年度予想２２年度

３６，５６８５，９２６１４０，４０４１，８５４１８１，０４４

自己株式消却 ③ 自己株式処分 ④
自己株式（２５年９月末）

①＋②-③-④
単元未満株式買取等 ②自己株式取得 ①

（千株）自己株式の推移

株主への利益配分の状況



平成25年度の業績予想



（億円）

２５年度予想２４年度実績 前年度比【単 体】

＋１１

＋１８

△２６

＋１０

△１６

＋１９０

当期純利益

経常利益

業務純益

経費 （△）

業務粗利益

経常収益

７９７７８７

６７０６５２

４２０４０９

６７６

１，４６３

１，７１０ １，９００

６５０

１，４４７

負ののれん発生益除き ＋１９４６０４４１

△１１０

＋２７

＋１９９

前年度比

２，２３０２，０３１経常収益

５７０

７１３

２４年度実績

７４０（７２０）経常利益

当期純利益 ４６０（４５０）

２５年度予想【連 結】

２０

３２

△３２

０

２５年度予想

うち個別貸倒引当金繰入額

不良債権処理額

一般貸倒引当金繰入額

４１

４６

△４５

１

２４年度実績 前年度比

△１与信関係費用

＋１３

△２１

△１４

（億円）

（億円）

平成25年度業績予想
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※連結子会社に対する持分比率の引き上げに伴う負ののれん発生益129億円を含む

※

グループ会社の業績が好調に推移しており、連結決算の経常利益、当期純利益を上方修正

（）は修正前



参 考 資 料



計 数 計 画 の 概 要

－

１５２．４％

１１０．２％

９３．４％

９１．６％

８４．７％

８１．５％

８３．０％

１１０．３％

９５．０％

８７．４％

進捗率

＋６，８５９億円＋４，５００億円預金等平残増加額

６７．０％

＋５，８４０億円

１，０２７億円

１，６９４億円

１，７４５億円

２，００５億円

３，７５０億円

１，２３５億円

１，８６１億円

５，３３３億円

23～25年度上期
迄実績累計

＋５，３００億円貸出金平残増加額

中長期的に５０％以上株主還元率

当期純利益

経常利益

実質業務純益

経費（△）

業務粗利益 ４，５２０億円

２，４６０億円

２，０６０億円

１，８５０億円

１，１００億円

６，１００億円経常収益

１，１２０億円当期純利益

１，９６０億円経常利益

23～25年度
計画累計

単
体
単
体

連
結
連
結

第11次中計で掲げた計画（3年間の累計）に対する利益目標・株主還元目標の進捗状況は概ね順調

第11次中期経営計画「MIRAI～未来」の進捗状況
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宿泊業

物品賃貸業

不動産業

貸金業・
投資業等

小売業 建設業

輸送用機械

卸売業

500

1,500

2,500

3,500

4,500

0 0.4 0.8

【与信残高対予想損失率(※) 】

与

信

残

高

（億円）

（%）※ 予 想 損 失 額 ( Ｅ Ｌ ) ÷ 与 信 残 高

△２３１６．０３，００８貸 金 業 ・
投 資 業 等

△１０２５．５２，７３１建 設 業

△５７

＋８８

＋２０２

＋６８８

＋３２０

＋１２７

＋２，３６７

前年同月比

不 動 産 業

１００．０４９，７１２全 体

宿 泊 業

物 品 賃 貸 業

小 売 業

輸 送 用 機 械 ７．５３，７０８

５．６２，７６３

５．１２，５３３

１．６７７３

８．６４，２９４卸 売 業 ※

８．５４，２２６

残高 構成比
（実質破綻先以下は除く）

（億円、％）

【与信残高（25年９月末）】

不動産業、建設業、物品賃貸業、貸金業･投資業等の事業性貸出金に占める割合はいずれも9％を下回って
おり、これら業種への与信集中はない

事業性貸出金の予想損失額(EL)は全業種合計で63億円（不動産業12億円、建設業4億円）

事業性貸出金の信用リスク量(UL)は全業種合計で501億円

事業性貸出金に占める特定業種の状況

※卸売業は総合商社を除く

貸出金 ～業種別貸出金の状況～
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現地金融機関との業務提携によりネットワークを構築。取引先のさまざまなニーズにきめ細かく対応して
きた結果、 融資や外国為替取引において、着実に成果へと結びついている

●

●

●

●

●

●

●

●
● 静岡静岡上海駐在員事務所

行員2名(総勢3名)

華東師範大学 留学生2名派遣

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ駐在員事務所行員2名(総勢3名)

みずほ銀行研修生1名派遣

中国建設銀行

北京北京
大邱銀行

大邱（テグ）大邱（テグ）

ANZベトナム銀行
(派遣行員1名)

ハノイハノイ

ｶｼｺﾝ銀行(派遣行員3名)
ﾊﾞﾝｺｯｸ銀行

バンコクバンコク

CIMBﾆｱｶﾞ(派遣行員2名)
りそなﾌﾟﾙﾀﾞﾆｱ銀行

ジャカルタジャカルタ

●

みずほ銀行
研修生1名派遣

大連大連

●

新韓銀行

ソウルソウル

香港支店
行員5名(総勢13名)

● 中國信託ホールディング
（中國信託商業銀行）

台湾台湾
●

インドステイト銀行

ムンバイムンバイ

上海銀行

上海上海●

法人部門の取組み ～アジアにおけるネットワーク～
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●

Bank of the 
Philippine Islands

マニラマニラ

2013年6月提携

３つの海外拠点＋８カ国・地域、１２行の
金融機関と業務提携

３つの海外拠点＋８カ国・地域、１２行の
金融機関と業務提携



25年3月～25年9月の債務者格付の遷移（単体）

債務者区分の遷移状況

23

25年9月末 ﾃﾞﾌｫﾙﾄ額 ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率 個別貸倒引 繰入率

当初残高 正常先 要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 その他 Ｂ＋Ｃ＋Ｄ 当金繰入額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｅ／Ａ Ｆ Ｆ／Ａ

正常先 58,925 55,312 1,005 13 7 7 1 2,580 15 0.02% 3 0.00%

要注意先 9,926 848 8,765 34 103 29 12 135 144 1.45% 15 0.15%

要管理先 219 12 18 178 3 0 ― 8 3 1.36% 1 0.45%

破綻懸念先 1,505 5 99 11 1,261 62 11 56

実質破綻先 283 2 10 0 27 162 12 70

破綻先 66 ― 1 ― 9            0            33 23

25
年
３
月
末

※計上基準：与信残高は25年3月末の残高を使用し、25年9月末までの間の与信額の増減は考慮していない
その他については25年9月末時点で取引解消、オフバランス化しているものを計上

（億円）



2,865

4,936

59

1,000

2,246

3,046

24年
3月末

2,860

4,901

44

942

2,261

3,070

25年
3月末

＋9

△263

△504

△751

＋467

＋659

20年
3月比

うち行員 548

1,693営業店バック・アシスト

うち行員 1,794

2,411営業店フロント

5,164全従業員（派遣等を含む）

2,851うち行員

20年
3月末

人員の推移

BPRへの継続的な取組みにより、総人員を増加させずにフロント人員を捻出 ⇒ トップラインの持続的な成長へ

19年度 21年度 22年度

預金・為替業務

公金・代理業務

出納業務

営業店における業務量削減

（人）

※19年度の業務量を100とした場合

22年度 23年度 24年度 25年度（目標）　

100％ 80％

52％
40％

住宅ローン業務にかかる処理時間の削減

△23％

△57％

△20％

△48％

△60％

〈第9次中期経営計画〉

ＩＴ投資、集中処理のBPRへ着手

・新営業店端末の導入

・融資支援システムレベルアップ

・融資事務の集中処理

（記帳事務･債権書類の集中保管 等）

〈第10次中期経営計画〉

IT投資による効率化、集中処理の拡大

・営業店バック業務量を6割削減
・バック人員をフロントへ再配置

トップラインの成長

〈第11次中期経営計画〉

フロント業務の生産性向上へ拡大

・住宅ローン営業担当者の
業務処理時間を6割削減

トップラインのさらなる成長

※22年度の業務量を100とした場合

生産性の向上 ～ＢＰＲへの取組み～
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25年度上半期のリスク資本配賦額は6,851億円、うち信用リスク1,611億円、市場リスク3,685億円、
オペレーショナルリスク237億円、バッファー資本1,318億円を配賦

リスク資本使用額は、貸出金（信用リスク）587億円、トレジャリー部門2,068億円、等

（うち海外店）

（うち政策投資株式）

１００％２３７２３７ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ

４３％

－

５３％

３３％

（３６％）

（７６％）

５１％

５２％

２，９２７５，５３３小 計

２，９２７６，８５１合 計

－

３５

（２３）

（１，１９９）

２，０６８

５８７

（６２）

（１，５８６）

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等

連結子会社

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰ部門

貸出金（信用ﾘｽｸ）

４，０５５

１０５

１，３１８

１，１３６

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額配賦原資

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ
２３７

市場ﾘｽｸ
３，６８５

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等
１，３１８

信用ﾘｽｸ
１，６１１

中核的な自己資本
６，８５１億円
(25年6月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率

リスク資本配賦
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・中核的な自己資本＝ バーゼルⅢ普通株式等TierⅠ

・リスク資本使用額＝〈市場リスク〉 │VaR│

〈信用リスク〉①│UL│（貸出金は不良債権処理額、CVAを含む）

②バーゼルⅢ所要自己資本額（特定貸付債権、証券化取引、投資信託、投資事業組合）

〈オペレーショナルリスク〉オペレーショナルリスク相当額

・バッファー資本は、巨大地震等非常時や計量化できないリスク等への備え
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

単年度収支

収支累計

経費 ～新本部棟関連～

災害への対応力強化、ワークスタイル改革による生産性向上を目的に新本部棟を建設中
投資金額：220億円（予定）、竣工時期：平成26年10月
グループ会社の持分比率引き上げによる増益効果により、新本部棟建設に伴う経費増加をカバー

新本部棟建設に伴う経費および持分比率引上効果 新本部棟建設に伴う収支への影響

-30

-20

-10

0

10

20

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

持分比率引上効果

本部棟建設関連経費

※本部棟建設関連経費：システム関連費用を除く一次経費、減価償却費など

（億円）

本部棟建設関連経費は
27年度がピーク

持分比率引上効果はグループ収益の
拡大により増加を見込む

収
支

（億円）

単年度収支はマイナスとなるも
利益増加によりカバー可能な水準

29年以降は
単年度収支が

プラスに転じる

収支累計は
プラスを維持

※収支＝持分比率引上効果＋本部棟建設関連経費
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資本政策① ～ユーロドル建ＣＢの発行～

27

ユーロドル建ＣＢの概要

株主価値の希薄化防止に向けたスキーム

0％（ゼロコスト）クーポン

法人取引先の海外進出や海外事業の拡大などを背景とした外貨建貸出金需要の高まりに
対応するとともに、貸出資産の積み上げを通じて当行の成長戦略を実現する

発行の目的

年限

発行額

5年

５億ドル

[発行の概要]

25年4月、邦銀初のユーロドル建ゼロクーポン転換社債型新株予約権付社債を発行

転換制限条項・額面現金決済条項を付与するなど、負債性を高めた商品設計とした

株価

（米ドル建）

条件決定時株価
（11.40ドル）

転換価額
（13.46ドル）

転換可能価額
（17.49ドル）

転換制限条項 転換可能領域

アップ率

130%転換

制限条項

取得可能
期間

４年９ヶ月
（3ヶ月前）

満期

米ドル建株価

① 転換制限条項（CoCo条項）

発行から4年9ヶ月間は転換価額の130％を

一定期間超えない限り転換請求権を制限する

② 額面現金決済条項

4年10ヶ月以降（残り3ヵ月）に株式転換が生じた場合、

額面部分についてはドル現金を交付し、パリティ(※)が

100を超える部分のみ株式を交付する

※ドル建株価÷転換価額

③ 自己株式取得（20百万株）

資本効率の向上を通じて潜在的な希薄化の影響を相殺

【希薄化防止スキームの概念図】



過去の自己株式取得実績

43.914,95320,0008,23910,000平成24年度

61.3128,891140,404145,916161,044累計

－－－22,64220,000平成25年度上期

67.6－－14,57520,000平成23年度

40.64,6385,0003,9965,000平成21年度

15,957

－

10,130

－

－

－

23,381

－

8,267

23,281

9,143

9,142

9,997

消却金額(百万円)

20,000

－

10,000

－

－

－

30,000

－

8,234

24,954

8,357

6,633

7,226

消却株数(千株)

67.214,98020,000平成22年度

70.8－－平成20年度

61.812,62110,000平成19年度

25.3－－平成18年度

22.5－－平成17年度

17.1－－平成16年度

50.88,56610,712平成15年度

229.423,10729,928平成14年度

165.48,2678,234平成13年度

152.023,28124,954平成12年度

51.49,1438,357平成11年度

86.79,1426,633平成10年度

90.39,9977,226平成9年度

株主還元率(％)取得金額(百万円)取得株式(千株)

1,237.1142.92

－－

1,204.3162.79

1,097.5552.44

1,016.3451.75

998.2146.01

903.3218.34

997.2049.89

1,077.8551.20

1,019.1544.24

875.9349.41

831.7637.20

721.3316.56

742.7310.26

792.1623.73

650.9534.14

627.6420.12

587.5620.39

ＢＰＳ（円）ＥＰＳ（円）

平成9年度以降、継続的に自己株式取得を実施し、24年度までに161百万株を取得

25年度上期には、20百万株の自己株式を取得（取得総額226億円）

資本政策② ～自己株式取得、EPS･BPSの推移～
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グループ会社（連結子会社11社）は、
経常収益250億円（前年同期比＋13億円）、経常利益42億円（同＋12億円）を計上

７

２５０

２１

８

５

３

４２

３

９

１０

２３

１２１

５

経常収益

＋１

＋１３

＋０

＋０

△１０

＋１

＋１８

＋１

＋０

＋１

△０

△２

＋４

前年同期比

０

４２

０

０

０

１

２０

１

２

８

１

８

０

経常利益
前年同期比

△０為替送信･代金取立等の集中処理業務等静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱

△０経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

△１ﾘｰｽ業務静銀ﾘｰｽ㈱

△０ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

＋１信用保証業務静銀信用保証㈱

△０ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱

＋０株式公開支援業務、中小企業再生支援業務静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

＋１２金融商品取引業務静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱

＋１銀行業務・金融商品取引業務欧州静岡銀行

△０有料職業紹介業務等静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱

△０銀行担保不動産の評価･調査業務等静銀ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

＋１２合 計 （11社）

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務

主要業務内容

△０静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※

会社名

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

(億円)

グループ会社の状況
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全国シェア３％、都道府県10位の経済圏

県内総生産は日本の中では四国４県、北陸３県を上回る規模

世界各国の国内総生産との比較では、アイルランド、フィリピン、チェコに次ぐ規模

３位/４７(22年度)―３，１００千円1人当たり県民所得

３位/４７(24年)５．２％１５．５兆円製造品出荷額等

１０位/４７(24年)２．８％２．５万戸新設住宅着工戸数

２位/４７(24年)５．９％７３件工場立地件数(※)

１０位/４７(24年)２．７％１４６万世帯世帯数

３位/４７(24年)

１６位/４７(23年)

１０位/４７(24年)

１０位/４７(22年度)

１０位/４７(24年)

５．８％

２．５％

３．２％

３．２％

３．０％

全国シェア 全国順位

２２万トン

２，１２７億円

１９万事業所

１５．８兆円

３７５万人

漁業生産量(※)

事業所数

農業産出額

県内総生産(名目) 

人 口

207.6アイルランド４５

199.6フィリピン４６

（10億ドル）国名（地域）順位

176.9パキスタン４８

世界各国の国内総生産と比較(平成2２年)

198.9チェコ４７

184.0静岡県－

県内総生産（平成2２年度・名目）

139.3北陸３県－

164.8ルーマニア４９

156.8四国４県－

130.6茨城県11

184.0静岡県10

210.5福岡県9

（10億ドル）都道府県・地域順位

（出所）内閣府経済社会総合研究所 ほか

静岡県の指標 静岡県の経済規模

（※）速報値

静岡県の経済規模
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東京と大阪・京都の間に位置する物流の要衝
全国有数の「モノづくり県」～製造業が盛ん

輸送関連機器や楽器など、輸出型の製造業が多い

豊かな自然を生かした日本を代表する観光地を有する

●ﾔﾏﾊ発動機(株)

●ﾔﾏﾊ(株)

●ｽｽﾞｷ(株)

●浜松ﾎﾄﾆｸｽ(株)

温泉地

●東芝機械(株)

１９ジャスダック

５６計

１名証２部

２マザーズ

１０東証２部

２４東証１部

企業数上場市場

※平成24年11月末現在、上場市場が
複数ある場合は東証にてカウント

（出所）内閣府「県民経済計算(平成22年度)」

静岡県内に本社をおく上場企業

富士山静岡空港東名高速

●スター精密(株)

静岡県の産業別総生産構成比

御前崎港

清水港

田子の浦港
新東名高速(三ケ日～御殿場間)

平成24年4月開通 ●(株)静岡銀行

（％）

写真提供:静岡県観光協会

静岡県経済の位置づけと現状
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20.8
36.2

22.0

16.8
14.7

9.9
15.6

13.2
5.5 5.3

18.621.4

全国 静岡県

製造業 サービス業 卸・小売業 不動産業 建設業 その他

富士山

（平成25年6月ユネスコ
世界文化遺産に登録）

登録名：｢富士山-信仰
の対象と芸術の源泉｣



業績予想

本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を

保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。


